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平成 19 年 4 月 25 日 

各  位 

会 社 名 高砂熱学工業株式会社 

(コード番号 1969 東証･大証第 1 部) 

代 表 者 役職名 取締役社長 

 氏 名 石田 栄一 

問合せ先責任者 役職名
取締役専務執行役員 
業務本部長 

 氏 名 岡本 保彦 

TEL (03) 3255－8212 

(ＵＲＬ http://www.tte-net.co.jp) 

 

会 社 名 株式会社丸誠 

(コード番号 2434 JASDAQ) 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 

 氏 名 西村 隆 

問合せ先責任者 役職名 取締役総合企画室長 

 氏 名 黒沢 俊明 

TEL (03) 3357－4545 

(ＵＲＬ http://www.marusei.co.jp) 

 

業務及び資本提携に関するお知らせ 
 
 高砂熱学工業株式会社(以下「高砂熱学工業」という。)と株式会社丸誠(以下「丸誠」という。)は、

本日、業務及び資本提携契約を締結しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．業務及び資本提携の概要 

高砂熱学工業は、オフィスビルや工場等の空調設備工事の設計・施工を中心に、建築設備工事業を

営んでまいりました。現在、顧客第一主義の下、中期経営計画の一環として新築工事からアフター  

サービス、リニューアルに至るワンストップサービス体制の構築に取り組んでおります。一方、丸誠

は、電気・空調・通信といった建築設備の保守点検業務を軸に、建物清掃業務、警備業務など各種   

建物の総合的なマネジメントサービスを提供し、プロパティ・マネジメントへの進出を視野に入れ、

事業展開を図っております。 

両社は建設市場が縮小するなか、ますます高度化・多様化する施設管理に関する顧客ニーズに即応

し、顧客の信頼を獲得するために、両社の保有する営業力、技術力を相互に活かす業務提携が極めて

有効であるとの判断に至りました。 

本業務提携により、高砂熱学工業は今後増加が予想される建築設備の保守メンテナンス事業を、 

丸誠は高砂熱学工業の営業基盤、ノウハウ等の活用により設備管理・運用受託事業を、それぞれ強化・

拡大してまいります。 

なお、本業務提携の締結と同時に、長期的に、より強固な協力関係を構築するために、高砂熱学  

工業は丸誠の発行済株式総数の 5％を取得することで合意しております(取得前は 0 株、取得後は

277,000 株)。 
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２．両社の概要 

(1)商     号 高砂熱学工業株式会社 株式会社丸誠 

(2)主な事業内容 空気調和設備の設計・施工 建物設備管理 

(3)設 立 年 月 日       大正 12(1923)年 11 月 16 日 昭和 41(1966)年 8 月 13 日 

(4)事業年度の末日 3 月 31 日 3 月 31 日 

(5)本 店 所 在 地       
東京都千代田区神田駿河台四丁目

2 番地 5 
東京都新宿区四谷一丁目 1 番地 

(6)代 表 者       取締役社長 石田栄一 代表取締役社長 西村 隆 

(7)総  資  産 178,263 百万円 6,203 百万円 

(8)純  資  産 86,475 百万円 4,150 百万円 

(9)資  本  金 13,134 百万円 419 百万円 

(10)発行済株式総数 85,765,768 株 5,540,000 株 

(11)従 業 員 数       1,534 名 857 名 

(12)売 上 高 180,375 百万円 10,331 百万円 

(13)大 株 主 構 成 

及び持株比率 

(上 位 5 名 ) 

日本生命保険(相) 

第一生命保険(相) 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱

(信託口) 

㈱みずほ銀行 

7.38%

4.93%

4.67%

4.53%

4.22%

丸誠従業員持株会 

西村隆 

㈱ＴＢＳ企画 

ﾕｰﾋﾞｰｴｽ ｴｲｼﾞｰ ﾛﾝﾄﾞﾝ ｱｼﾞｱ

ｴｸｲﾃｨｰｽﾞ 

㈱フジテレビジョン 

12.81%

11.05%

8.66%

4.44%

4.33%

  (注)1.総資産､純資産､資本金､発行済株式総数､従業員数､大株主構成及び持株比率は平成 18 年 9 月 

30 日現在、売上高は平成 18 年 3 月期 

2.大株主の持株比率は発行済株式総数に対する所有株式数の割合 

 

３．日程 

平成 19 年 4 月 25 日 業務及び資本提携契約締結 

締結後、高砂熱学工業は丸誠の株式を取得し、業務提携を開始する予定。 

 

４．今後の見通し 

 本業務提携による業績面の短期的な効果は軽微であります。提携効果により長期的な業績向上に 

つなげるべく努力してまいります。 

 

以上 
 
 


